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平成 16年 2月期（平成 15年 9月 1日～平成 16年 2月 29日）決算短信  平成 16年 4月 15日  

不動産投信発行者名  日本リテールファンド投資法人    上 場 取 引 所   東証 
コード番号      ８９５３                        本社所在都道府県 東京都 
問合せ先        (資産運用会社)  三菱商事･ﾕｰﾋﾞｰｴｽ･ﾘｱﾙﾃｨ株式会社 
           責任者役職名  代表取締役副社長  
           氏    名  浅井 秀則   TEL：03-3511-1692 
決算役員会開催日   平成 16年 4月 15日 
分配金支払開始日   平成 16年 5月 13日（予定）  

 

1．平成 16年 2月期の運用、資産の状況（平成 15年 9月 1日～平成 16年 2月 29日） 

（１）運用状況                          （金額は百万円未満を切捨て） 
 営業収益  営業利益  経常利益  当期純利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円      ％ 
16年 2月期 
15年 8月期 

   6,947  517.4 
   5,920  307.3 

2,870   811.6 
2,572   181.3 

2,581   812.1 
2,303   204.0 

2,580   812.1 
      2 ,302    204.3 

                                                          

 １口当たり 
当期純利益 

 純資産   ＜参考＞ 
当期純利益率（年換算値） 

総資本   ＜参考＞ 
経常利益率（年換算値） 

営業収益  
経常利益率 

16年 2月期 
15年 8月期 

    16,918 円 
    15,095 

3.4％   （6.8）％ 
4.6％   （9.1）％ 

1.7％  （3.5）％ 
2.7％  （5.3）％ 

   37.1％ 
   38.9％ 

（注）  
①平成 15年 8月期の計算期間は平成 15年 3月 1日から平成 15年 8月 31日までの 184日間、平成 16年2月

期の計算期間は平成 15年 9月 1日から平成16年 2月 29日までの 182日間です。 

②1口当たりの当期純利益は上記の計算期間の日数による加重平均投資口数により算出しております。又、平成

15年 8月期に新投資口の追加発行を行っておりますが、平成 15年 8月期の1口当たり当期純利益は新投資口

に対する金銭の分配の起算日（平成 15年 3月 1日、期首）に追加発行があったものとして計算した加重平均

投資口（152,502 口）により算出しております。なお、平成 15年 8月期における期末発行済投資口数は 152,502

口であり、期末 1口当たり当期純利益は上記の金額と同額となります。 

③会計処理の方法の変更  無 

④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率であり、小数点以下第 2

位を四捨五入しております。 

⑤純資産当期純利益率、総資本経常利益率については、期首と期末の純資産総額、総資本の平均値をそれぞれ

使用しています。 

（２）分配状況 
 １口当たり分配金

（利益超過分配金             
は含まない） 

 
分配金総額 

１口当たり 
利益超過  
分配金  

利益超過  
分配金総額 

配当  
性向  

純資産  
配当率  

16年 2月期 
15年 8月期 

16,918  円 
15,095  円 

2,580 百万円  
2,302 百万円  

 0 円 
 0 円 

   － 百万円  
   － 百万円  

99.9 ％ 
99.9 ％ 

3.4 ％ 
3.0 ％ 

（注）配当性向については少数点第 1位未満を切捨てにより表示しております。 

（３）財政状態 
 総資産額  純資産額  純資産比率 １口当たり純資産額  

16年 2月期 
15年 8月期 

169,891 百万円 
126,377 百万円 

    76 , 501 百万円  
    76,223 百万円  

  45.0 ％ 
    60.3 ％ 

501,643  円 
499,820  円 

（注）期末発行投資口数  平成 16年 2月期  152,502 口、 平成15年 8月期 152,502口 

２．平成 16 年 8 月期（平成 16年 3月 1日～平成 16年 8月 31日）及び平成 17 年 2 月期（平成 16年 9月 1日～平成 17

年 2月 28日）の運用状況の予想 
 営業収益  経常利益  当期純利益 １口当たり分配金（利益

超過分配金は含まない） 
１口当たり 
利益超過分配金 

16年 8月期 
17年 2月期 

8,546百万円 
8,620百万円  

3,076百万円 
  3,128百万円 

3,075百万円
3,127百万円 

14,008   円 
14,246  円 

0  円 
  0  円 

（参考）1口当たり予想当期純利益 (平成 16年 8月期)  14,008円、(平成17年 2月期)  14,246 円 

（注）本予想数値は別紙記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の当期純利益、分配

金は変動する可能性があります。又、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 



 
2 

１．投資法人の関係法人の概況 

当投資法人の主な関係法人の名称及び関係業務の概要は次の通りです。  

(1) 三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社（「資産運用会社」）  

  当投資法人からの委託に基づき、投信法上の投資信託委託業者として、当投資法人規約（以下「規

約」といいます。）並びに規約に定める資産運用の対象及び方針に従い、資産の運用に係る業務を行い

ます。  

 

(2) 三菱信託銀行株式会社（「一般事務受託者兼資産保管会社」）  

  当投資法人からの委託に基づき、投信法上の一般事務受託者として、①当投資法人の発行する投資

口の名義書換に関する事務、②当投資証券の発行に関する事務、③機関（投資主総会及び役員会）の

運営に関する事務、④計算に関する事務、⑤投資主に対して分配をする金銭の支払に関する事務、⑥

当投資法人に対する投資主からの権利行使に関する請求、その他の投資主からの申出の受付に関する

事務、⑦会計帳簿の作成に関する事務、及び⑧納税に関する事務を行います。  

  また、当投資法人からの委託に基づき、投信法上の資産保管会社として、当投資法人の保有する資

産の保管に係る業務を行います。  

 

２．運用方針および運用状況 

（１）運用方針 

運用方針としては、全国に点在する商業施設不動産のみを運用対象としつつ、「中長期にわたり安定

したキャッシュフローを期待するインカム型物件」と「テナントの入替え等によりキャッシュフローの

成長を期待するグロース型物件」との最適な組合せによるポートフォリオ構築を基本としております。 

 

 

 （２）運用状況 

   Ａ 当期の概況 

i 投資法人の主な推移  
 当投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき、平成 13年 9月 14日に設立され、
翌 14年 3月 12日にわが国初めての商業施設不動産の運用に特化した投資法人として東京証券取
引所に上場（銘柄コード 8953）しました。上場直後に商業施設 4物件を取得、第 3期中に新規 6
物件を取得、その後新規 6物件を追加取得し、第 4期末（平成 16年 2月 29日）時点で、合計 16
物件を運用しております。  
 

 
ⅱ運用実績 
インカム型物件については、イトーヨーカ堂、イオン、近鉄百貨店を中心とした優良テナント
と 10年以上の長期賃貸契約に支えられており、物件稼働率は常に 100％を維持し、賃料収入が極
めて安定的に推移しております。また、当期中に取得したインカム型物件には、イトーヨーカ堂、

イオンなどの新築大型物件が組み込まれております。これら優良大手総合スーパー各社が、新規
出店戦略に当投資法人を出口とする開発プロジェクトを組み入れ始めた為であり、勝ち組小売業

各社との協力関係がより緊密なものとなってきております。  
一方、グロース型物件については、博多リバレイン /イニミニマニモやならファミリーなど、その
商業施設が持つ潜在価値の最大化を目指したテナント入替えや稼働率の引き上げを通じ、着実に

収益が拡大してきております。  
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ⅲ資金調達の概要  
借入金等の有利子負債の調達については、当期末時点、当投資法人（正確には、当投資法人が

保有する信託受益権の対象たる信託財産）が受け入れた敷金及び保証金約 481億円、長期借入金
約 42億円、新規物件取得見合いに締結した短期借入金約 385億円となっております。  
なお、この敷金は、テナントとの長期賃貸契約に基づいているため、契約期間満了時まで有効活

用が可能です。一方、保証金はその多くが当初 10年据え置き（当初金利率ゼロ）で 10年経過後
残存期間均等返済（金利率 1～2%台）となっております。当期においては、借入れ金利が平均 1.1%
とであったことに加え、この敷金及び保証金に係る金利負担がほぼゼロであったため、全体とし

て資金調達コストを極めて低い水準に抑えることができました。  
 
一方、過去三度に亘る投資口の発行（エクィティファイナンス）にあたっては、投資証券発行

（交付）と物件取得をほぼ同時に行うことによって、投資口１口当たりの利益／資産価値を希薄

化（発行済み投資口数の増加による投資口１口当たりの利益／資産価値減少）させることなく、
利益／資産規模を着実に成長させてまいりました。  
 

 
ⅳ業績及び分配の概要  
上記のような運用の結果、当期の実績として総賃料収入に当たる営業収益 6,947百万円、そこか
ら固定資産税、水道光熱費、資産運用報酬等の営業費用を控除した営業利益は 2,870百万円となり、
経常利益は 2,581百万円、当期純利益は 2,580百万円を計上しました。  
分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第 67条の 15）の適用により、利益分配金
の最大額が損金算入されることを企図して、投資口 1 口当たりの分配金が 1 円未満となる端数部
分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資口 1 口当たりの分配金は
16,918円となりました。  

 
 

 

   Ｂ 次期の見通し 

 

i 運用全般に関する見通し 

 
国土交通省が 3月 22日に発表した本年 1月 1日時点の公示地価によると、東京都区部の住宅地
や都心商業地を中心に下げ止り傾向が出てきており、地方においても札幌・名古屋・福岡各地でも
上昇地点が現れるなど、地価の反転傾向が少しづつ顕在化してきております。 
同時に、首都圏にある駅前立地などの都心型商業施設に関しては、他の不動産投資信託や外資系フ

ァンドなどの新規参入者が増えており、物件獲得競争が一層激しくなってきております。 
当投資法人としては、これまで通り一部首都圏等で過熱する物件獲得競争とは一線を画し、冷静に

市場環境等を分析しながら長期的な視点に立って、“適正な価格”かつ“質の高い物件”に絞って

引き続き投資していく方針です。 
また、郊外型ショッピングセンターに関しては、財務体質改善や減損会計の導入を睨んだ、国内

大手企業の資産売却ニーズに対応すると共に、優良大手総合スーパーの大型新規店舗開発プロジェ

クトに出口候補として参画するなど、より魅力的な商圏を構成している郊外物件の取得に注力して
いく所存です。 

 

      ⅱ 次期の業績の見通し 

      

 第 5期（平成 16年 3 月 1日～平成 16 年 8 月 31 日）の運用状況につきましては、営業収益 8,546

百万円、経常利益 3,076百万円、当期純利益3,075 百万円、1口当り分配金 14,008 円を見込んで

おります。なお、この見通しの前提条件につきましては、5 ページ記載の「第 5 期（平成 16 年 3

月 1 日～平成 16 年 8月 31日）及び第 6期（平成 16年 9 月 1 日～平成 17年 2 月 28日）運用状況

の予想の前提条件」をご覧ください。 
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      なお、第 6期（平成 16年 9 月 1日～平成 17 年 2 月 28 日）の運用状況につきましても、5 ペー

ジ記載の「第 5 期（平成 16 年 3 月 1日～平成 16年 8 月 31日）及び第 6 期（平成 16 年 9 月 1日

～平成 17 年 2 月 28 日）運用状況の予想の前提条件」に基づき、営業収益 8,620 百万円、経常利

益 3,128 百万円、当期純利益3,127 百万円、1口当り分配金 14,246円となります。 

     

 
 （注）上記予想数値は、一定の前提条件の下に算出した現時点でのものであり、状況の変化により実際の当期純利益、分配

金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 
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第 5 期（平成 16 年 3 月 1 日～平成 16 年 8 月 31 日）及び第 6 期（平成 16 年 9 月 1 日～平成 17 年 2 月 28

日）運用状況の予想の前提条件 

 
項目 前提条件  

 
 

計算期間  
 

 
第 5期 平成 16年 3月 1日～平成 16年 8月 31日（184日） 
第 6期 平成 16年 9月 1日～平成 17年 2月 28日（181日） 
 

 
 

保有資産  
 
 

 
平成 16年 3月 2日に取得した新規 2物件を加えた、計１8物件（注）
を前提としています。 
なお、実際には追加持分の取得やその他の物件の取得、または処分等
により変動する可能性があります。 
 

 
 
投資口の発行 

 

 
平成 16年 3月 2日に新投資口 67,000口を発行いたしました。これによ
り、平成 16年 3月 2日付で出資総額は 116,188,696,160円、発行済投資
口総数は 219,502口となっております。  
尚、その他新投資口の追加発行がないことを前提としています。 

 
 
 

負債比率  
 
 

 
決算日以降に実施した借入金の返済を加味すると平成 16年 3月 31日
現在、当投資法人の資産総額のうち、借入金及び当投資法人（当投資
法人が保有する受益権の対象たる信託の信託財産）が受け入れた敷金
及び保証金等の占める割合（以下「負債比率」といいます。）は、40%
弱程度となっておりますが、この負債比率が、第５期及び第６期それ
ぞれの決算期末まで概ね同水準で推移することを前提としています。 
 

 
 
 
 
 

営業費用  
 
 

 
保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税に
ついては、賦課決定された税額のうち、当該計算期間に対応する額を
賃貸事業費用に計上いたしますが、計算期間の属する年内に不動産等
の新規取得にかかり、譲渡人との間で固定資産税等の精算金（いわゆ
る「固定資産税等相当額」）が発生する場合は、当該精算金は当該不動
産等の取得原価に算入するため、当該計算期間の費用には計上されま
せん。従って、平成 16年中に取得した信託受益権 5物件にかかる固定
資産税等相当額は、平成 17年以降当該計算期間に対応する賦課決定税
額を賃貸事業費用に計上いたします。 

 
1口当たり分配金  

 
 

 
投資口 1口当たりの分配金が 1円未満となる端数部分を除く当期未処
分利益の全額を分配することを前提としています。 

 
 
 

1口当たり利益超過分配金  
 
 
 

 
利益を超える金銭の分配に関して、かかる分配を受けた投資主がその
分配の都度譲渡損益の算定を行うことが必要である税務の取扱いを踏
まえ、現時点では、投資主に対して利益を超える金銭の分配は行わな
い予定です。従って、第 5期及び第 6期においても 1口当り利益超過
分配金は行わない前提としています。 
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注. 新規取得 2 物件を含めた１８物件の概要は下記のとおりです。 

既存物件名 所在地 種類 
取得価額 
（百万円） 

仙台中山ショッピングセンター 宮城県仙台市 郊外型ショッピングセンター 10,200 
エスパ川崎 神奈川県川崎市 郊外型ショッピングセンター 10,091 
大阪心斎橋ビル 大阪府大阪市 都市型商業店舗ビル 14,300 
ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター 神奈川県茅ヶ崎市 郊外型ショッピングセンター 8,300 
博多リバレイン／イニミニマニモ 福岡県福岡市 都市型商業店舗ビル 12,600 
イトーヨーカドー鳴海店 愛知県名古屋市 郊外型ショッピングセンター 8,540 
南青山 2002 ビル 東京都港区 都市型商業店舗ビル 5,350 
ならファミリー 奈良県奈良市 郊外型ショッピングセンター 31,241 
あびこショッピングプラザ 千葉県我孫子市 郊外型ショッピングセンター 10,200 
イトーヨーカドー八柱店 千葉県松戸市 郊外型ショッピングセンター 1,616 
イトーヨーカドー上福岡東店 埼玉県上福岡市 郊外型ショッピングセンター 6,900 
イトーヨーカドー錦町店 埼玉県蕨市 郊外型ショッピングセンター 13,212 
代官山ＤＫビル 東京都渋谷区 都市型商業店舗ビル 1,235 
原宿ＦＡＣＥビル 東京都渋谷区 都市型商業店舗ビル 2,770 
イオン東浦ショッピングセンター 愛知県知多郡 郊外型ショッピングセンター 6,700 
イオン香椎浜ショッピングセンター 福岡県福岡市 郊外型ショッピングセンター 13,300 

  既存物件合計 156,555 

新規取得物件名 所在地 種類 
取得価額 
（百万円） 

イオン札幌苗穂ショッピングセンター 北海道札幌市 郊外型ショッピングセンター 9,260 
エスキス表参道 東京都渋谷区 都市型商業店舗ビル 14,500 

新規物件合計 23,760 
合 計  180,315 
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３．財務諸表等 

 

（１）経理の状況 

   Ａ 貸借対照表 

当   期  

(平成 16年 2月 29日現在)

前  期 

(平成 15年 8月 31日現在)
増   減  

期    別 

 

科    目 金  額  構成比  金  額  構成比  金  額  前期比  

資産の部  千円  ％  千円  ％  千円  ％  

Ⅰ流動資産       

  現金及び預金  1,369,728  310,315  1,059,413  

  信託現金及び信託預金 ※１  4,755,143  6,867,939  △2,112,796  

  営業未収入金  398,188  309,870  88,317  

  未収消費税等  911,720  1,586,232  △674,511  

  その他の流動資産  245,328  225,065  20,262  

    流動資産合計 7,680,109 4.5 9,299,422 7.4 △1,691,313 △17.4 

Ⅱ固定資産             ※１        

 1.有形固定資産            

   信託建物       67,814,478  48,033,133  19,781,345  

減価償却累計額  2,274,578  1,298,954  975,623  

   信託構築物      3,507,052  1,936,376  1,570,676  

減価償却累計額  167,223  98,267  68,956  

   信託機械及び装置  142,145  104,494  37,650  

  減価償却累計額  5,730  2,325  3,405  

   信託工具器具備品 693,204  273,905  419,298  

減価償却累計額  48,007  21,441  26,566  

   信託土地       85,644,426  62,440,764  23,203,662  

     有形固定資産合計  155,305,766 91.4 111,367,685 88.1 43,938,080 39.5 

 2.無形固定資産       

信託借地権 3,595,259  2,467,714  1,127,544  

  信託その他無形固定資産 123,383  97,643  25,739  

   無形固定資産合計  3,718,643 2.2 2,565,358 2.0 1,153,284 45.0 

 3.投資その他の資産        

   信託差入敷金保証金  2,834,977  2,842,594  △7,616  

   長期前払費用       41,025  29,612  11,413  

   繰延ヘッジ損失     42,074  2,812  39,262  

   その他の投資その他の資産  198,940  186,901  12,038  

   投資その他の資産合計  3,117,017 1.8 3,061,920 2.4 55,096 1.8 

     固定資産合計  162,141,427 95.4 116,994,964 92.5 45,146,462 38.6 

Ⅲ繰延資産       

   創業費        69,620  83,544  △13,924  

     繰延資産合計  69,620 0.1 83,544 0.1 △13,924 △16.7 

資  産  合  計  169,891,156 100.0 126,377,931 100.0 43,513,225 34.4 
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当   期  

(平成 16年 2月 29日現在)

前  期 

(平成 15年 8月 31日現在)
増   減  

期    別 

 

科    目 金  額  構成比  金  額  構成比  金  額  前期比  

負債の部 千円  ％  千円  ％  千円  ％  

Ⅰ流動負債       

  営業未払金  461,242  436,859  24,382  

  短期借入金           ※１ 38,528,000  －   38,528,000  

  未払金 13,749  332,835  △319,086  

  未払費用 517,115  224,726  292,388  

  未払法人税等  1,022  605  417  

  前受金 553,118  367,762  185,356  

  預り金 710,288  835,410  △125,122  

  その他の流動負債  208,900  79,543  129,357  

    流動負債合計 40,993,438 24.1 2,277,744 1.8 38,715,694 1,699.7 

Ⅱ固定負債       

  長期借入金           ※１ 4,170,000  4,170,000  0  

  信託預り敷金保証金 ※１ 48,183,934  43,703,691  4,480,243  

  デリバティブ債務     42,074  2,812  39,262  

    固定負債合計 52,396,008 30.9 47,876,503 37.9 4,519,505 9.4 

  負債合計 93,389,446 55.0 50,154,247 39.7 43,235,199 86.2 

出資の部       ※４       

Ⅰ出資総額      ※３       

  出資総額 73,921,612 45.0 73,921,612 58.5 0 0.0 

Ⅱ剰余金       

  当期未処分利益 2,580,097  2,302,071  278,025  

   剰余金合計 2,580,097 1.5 2,302,071 1.8 278,025 2.1 

出資合計  76,501,709 45.0 76,223,684 60.3 278,025 2.1 

負債・出資合計  169,891,156 100.0 126,377,931 100.0 43,513,225 34.4 
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   Ｂ 損益計算書 

当  期  前  期   

自 平成 15年 9月 51日 自 平成 15年 3月 51日 増  減 

至 平成 16年 2月 29日 至 平成 15年 8月 31日  

期  別 

 

 

科  目 金 額 百分比  金 額 百分比  金 額 百分比  

経常損益の部 千円  ％  千円  ％  千円  ％  

Ⅰ営業損益の部       

1.営業収益 6,947,818 100.0 5,920,076 100.0 1,027,743 17.4 

    賃貸事業収入   ※１  6,947,818  5,920,076  1,027,743  

2.営業費用 4,077,341 58.7 3,347,885 56.6 729,455 21.8 

  賃貸事業費用   ※１  3,464,621  2,885,738  578,884  

  資産運用報酬  473,213  361,990  111,223  

  役員報酬 1,800  1,800  －   

  資産保管委託報酬  23,208  9,505  13,704  

  一般事務委託報酬  58,540  47,161  11,378  

  その他費用  56,047  41,690  14,356  

営業利益  2,870,387 41.3 2,572,190 43.4 298,198 11.6 

Ⅱ営業外損益の部       

1.営業外収益 14,975 0.0 34 0.0 14,941 43,511.9 

   受取利息  30  34  △4  

   その他営業外収益 14,945  －   14,945  

2.営業外費用 304,318 4.4 269,086 4.5 35,232 13.1 

  支払利息 106,397  27,341  79,056  

  新投資口発行費 158,444  214,407  △55,964  

  創業費償却  13,924  13,924  －   

  その他営業外費用  25,553  13,413  12,140      

経常利益  2,581,044 37.1 2,303,138 38.9 277,907 12.1 

税引前当期純利益 2,581,044 37.1 2,303,138 38.9 277,907 12.1 

法人税その他の税の額 1,022  1,068  △46  

法人税等調整額  △21  18  △40  

当期純利益 2,580,043 37.1 2,302,051 38.9 277,992 12.1 

前期繰越利益  54  20  33  

当期未処分利益  2,580,097  2,302,071  278,026  
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〔重要な会計方針〕  
 期  別  

 
項  目  

当 期  
自  平成 15年 9月 51日  
至  平成 16年 2月 29日  

前 期  
自  平成 15年 3月 51日  
至  平成 15年 8月 31日  

１ . 固定資産の減価償却の方
法  

 

①  有形固定資産   
   定額法を採用しております。  
   なお、主たる有形固定資産の  
   耐用年数は以下のとおりであ  
   ります。  
   信託建物            3～39年  
   信託構築物        10～60年  
   信託機械及び装置    5～17 年  
   信託工具器具備品   2～39年  
②  信託その他無形固定資産 
   定額法を採用しております。  
③  長期前払費用  
   定額法を採用しております。 

①  有形固定資産   
   定額法を採用しております。  
   なお、主たる有形固定資産の  
   耐用年数は以下のとおりであ  
   ります。  
   信託建物            3～39年  
   信託構築物        10～60年  
   信託機械及び装置       17年  
   信託工具器具備品   2～39年  
②  信託その他無形固定資産 
   定額法を採用しております。  
③  長期前払費用  
   定額法を採用しております。  

２．繰延資産の処理方法 創業費  
5年間で均等額を償却しておりま
す。  

創業費  
同左  

３．収益及び費用の計上基準  固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定
資産税、都市計画税及び償却資

産税等については、賦課決定さ

れた税額のうち当該決算期間に
対応する額を賃貸事業費用とし

て費用処理する方法を採用して

おります。  
なお、不動産又は不動産を信託

財産とする信託受益権の取得に

伴い、当投資法人が負担すべき
初年度の固定資産税相当額につ

いては、費用に計上せず当該不

動産の取得原価に算入しており
ます。当期において不動産等の

取得原価に算入した固定資産税

相当額は 31,017 千円でありま
す。  

固定資産税等の処理方法 
同左  
 
 
 
 
 
 
なお、不動産又は不動産を信託

財産とする信託受益権の取得に

伴い、当投資法人が負担すべき初
年度の固定資産税相当額につい

ては、費用に計上せず当該不動産

の取得原価に算入しております。
当期において不動産等の取得原

価に算入した固定資産税相当額

は 627,198千円であります。  

４．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。  

 同左  
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 期  別  

 
項  目  

当 期  
 自  平成 15年 9月 51日  
至  平成 16年 2月 29日  

前   期  
 自  平成 15年 3月 51日  
至  平成 15年 8月 31日  

５．ヘッジ会計の方法  ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法  
繰延ヘッジ処理によっておりま

す。  
② ヘッジ手段とヘッジ対象  
ヘッジ手段  
金利スワップ取引  
ヘッジ対象  
  借入金金利  
③  ヘッジ方針  
当投資法人はリスク管理基本方
針にもとづき投資法人規約に規

定するリスクをヘッジする目的

でデリバティブ取引を行ってお
ります。  
④  ヘッジの有効性評価の方法  
ヘッジ手段とヘッジ対象の時価
変動の相関関係を求めることに

より有効性の評価を行っており

ます。  

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の
方法  
同左  

 
② ヘッジ手段とヘッジ対象  
ヘッジ手段  
同左  
ヘッジ対象  
同左  
③  ヘッジ方針  
同左  

 
 
 
 
④  ヘッジの有効性評価の方法  
同左  

６．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項  
①  不動産等を信託財産とする信託
受益権に関する会計処理方法  

     保有する不動産等を信託財産
とする信託受益権につきまして

は、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生

じた全ての収益及び費用勘定に

ついて、貸借対照表及び損益計
算書の該当勘定科目に計上して

おります。  
     なお、該当勘定科目に計上し
た信託財産のうち重要性がある

下記の科目については、貸借対

照表において区分掲記すること
としております。  

(1) 信託現金及び信託預金  
(2) 信託建物、信託構築物、信
託工具器具備品、信託機械

及び装置、信託土地  
(3) 信託借地権 
(4) 信託その他無形固定資産 
(5) 信託差入敷金保証金  
(6) 信託預り敷金保証金  

①  不動産等を信託財産とする  
同左  
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 期  別  

 
項  目  

当 期  
自  平成 15年 9月 51日  
至  平成 16年 2月 29日  

前   期  
自  平成 15年 3月 51日  

 至  平成 15年 8月 31日  
 ②新投資口発行費 

 支出時に全額費用として処
理しております。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③  消費税等の処理方法  
     消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によってお
ります。  

新投資口発行費  
 支出時に全額費用として処
理しております。  
なお、平成 15年 3月 3日付
一般募集による新投資口の発
行は、引受証券会社が発行価額

で引受を行い、これを発行価額

と異なる募集価額で一般投資
家に販売する買取引受契約

（「スプレッド方式」という。）

によっております。  
 「スプレッド方式」では、募
集価額と発行価額との差額は、

引受証券会社の手取金であり、
引受証券会社に対する事実上

の引受手数料となることから、

当投資法人から引受証券会社
への引受手数料の支払いはあ

りません。平成 15年 3月 3日
付一般募集による新投資口発
行に際し、募集価額と発行価額

との差額の総額は、 1,819,060
千円であり、引受証券会社が発
行価額で引受を行い、同一の募

集価額で一般投資家に販売す

る買取引受契約（「従来方式」
という。）による新投資口発行

であれば、新投資口発行費とし

て処理されていたものです。  
 このため、「スプレッド方式」
では、「従来方式」に比べ、新

投資口発行費は、1,819,060 千
円少なく計上され、また経常利

益及び税引前当期純利益は同

額多く計上されております。  
③  消費税等の処理方法  
     同左  
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〔注記事項〕  
 
（貸借対照表関係） 

当   期  
（平成 16年 2月 29日現在）  

前   期  
（平成 15年 8月 31日現在）  

※1．担保に供している資産及び担保を付している債務 ※1．担保に供している資産及び担保を付している債務 
担保に供している資産は次のとおりです。  

（単位：千円）  
担保に供している資産は次のとおりです。  

（単位：千円）  
信託現金及び信託預金  2,194,974 信託現金及び信託預金  904,469 
信託建物  54,498,475 信託建物  21,862,285 
信託構築物 3,291,915 信託構築物 1,357,764 
信託機械及び装置  136,414 信託工具器具備品 95,959 
信託工具器具備品 419,495 信託土地  26,349,690 

 信託土地  73,991,418  合  計   50,570,169 
 合  計   134,532,693     

    
担保を付している債務は次のとおりです。  

（単位：千円）  
担保を付している債務は次のとおりです。  

（単位：千円）  
短期借入金 38,528,000 短期借入金 －  
長期借入金 4,170,000 長期借入金 4,830,000 

 信託預り敷金保証金   41,803,318  信託預り敷金保証金   20,926,002 
 合  計   84,501,318  合  計   25,926,002 

    
※２．バックアップファシリティ契約  
  当投資法人は、取引銀行の 4行とバックアップファ
シリティ契約及びコミットメント・ライン設定契約を
締結しております。ただし当該事業年度末における、

これら契約に基づく借入残高はありません。  

※２．バックアップファシリティ契約  
  当投資法人は、取引銀行の 4行とバックアップファ
シリティ契約及びコミットメント・ライン設定契約を
締結しております。ただし当該事業年度末における、

これら契約に基づく借入残高はありません。  
 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾌｧｼﾘﾃｨ及び  
ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ･ﾗｲﾝの総額        3,800,000千円  

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾌｧｼﾘﾃｨ及び   
ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ･ﾗｲﾝの総額        3,800,000千円  

 借入実行残高      －    千円   借入実行残高   －    千円  

 差引額   3,800,000千円   差引額   3,800,000千円  

※３．発行する投資口の総数及び発行済投資口数  ※３．発行する投資口の総数及び発行済投資口数  

発行する投資口の総数  2,000,000口  発行する投資口の総数  2,000,000口  

   発行済投資口数  152,502口     発行済投資口数  152,502口  

※４．投資信託及び投資法人に関す
る法律第 67条第 6項に定める
最低純資産額  

 
 

50,000千円  

※４．投資信託及び投資法人に関す
る法律第 67条第 6項に定める
最低純資産額  

 
 

50,000千円  
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（損益計算書関係） 

当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 

（単位：千円） 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 

（単位：千円） 
A.不動産賃貸事業収益 A.不動産賃貸事業収益 

 賃貸事業収入 賃貸事業収入 

  賃料及び駐車場使用料収入 6,152,742   賃料及び駐車場使用料収入  5,298,743 
  受取水道光熱費 462,348   受取水道光熱費 434,654 
  その他賃料収入 332,728   その他賃料収入 186,678 

 不動産賃貸事業収益合計 6,947,818  不動産賃貸事業収益合計 5,920,076 
B.不動産賃貸事業費用 B.不動産賃貸事業費用  

 賃貸事業費用 賃貸事業費用  

  プロパティ・マネジメント報酬(注) 331,780   プロパティ・マネジメント報酬(注) 292,662  
  建物管理委託費 341,507   建物管理委託費 362,755 
  水道光熱費 636,298   水道光熱費 635,339 
  公租公課 183,323   公租公課 177,230 
  修繕費 86,087   修繕費 38,610 

  保険料 29,253   保険料 24,650 
  信託報酬 54,784   信託報酬 47,789 
  支払賃料 223,634   支払賃料 195,028 
  その他賃貸事業費用 451,825   その他賃貸事業費用 267,647 
  減価償却費 1,081,214   減価償却費 844,023 

  固定資産除却損 44,910   不動産賃貸事業費用合計 2,885,738 

  不動産賃貸事業費用合計 3,464,621 C.不動産賃貸事業損益(A-B) 3,034,337 

C.不動産賃貸事業損益(A-B) 3,483,197   
 (注)前期まで外注委託費としておりましたプロパテ

ィ･マネジメント報酬は、重要性が増加したため別表
記しております。  
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 （リース取引関係） 
当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側 ) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額  

（単位：千円）  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側 ) 

(2) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額  

（単位：千円）  
  取 得 価 額

相当額  
減 価 償 却

累計額相

当額  

期末残高

相当額  
  取 得 価 額

相当額  
減 価 償 却

累 計 額 相

当額  

期 末 残 高
相当額  

 信託工具
器具備品  

165,003 134,244 30,758 
  信託工具器
具備品  

165,003 114,656 50,347 

合計  165,003 134,234 30,758  合計  165,003 114,656 50,347 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。  

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。 

(2)未経過リース料期末残高相当額   (2)未経過リース料期末残高相当額   
１年内  18,858千円  １年内  31,368千円  

１年超  11,889千円  １年超  18,979千円  

     合計  30,758千円       合計  50,347千円  

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。  

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。  
(3)支払リース料及び減価償却費相当額  (3)支払リース料及び減価償却費相当額  

支払リース料  19,588千円  支払リース料  19,588千円

  減価償却費相当額  19,588千円    減価償却費相当額  19,588千円

(4)減価償却費相当額の算定方法  
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。  

(4)減価償却費相当額の算定方法  
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。  
２．オペレーティング・リース取引（貸主側）  ２．オペレーティング・リース取引（貸主側）  
  未経過リース料        （単位：千円）    未経過リース料        （単位：千円）  

1年以内                             10,386,388   1年以内                            8,008,203 
1年超   96,241,699 1年超   65,916,971 

  合計                106,628,088   合計             73,925,175 
        

 
 

(有価証券関係 ) 
当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

当投資法人は、有価証券取引を全く行っておりませんの
で、該当事項はありません。 

同左 
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（デリバティブ取引関係）    
当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

全てヘッジ会計が適用されているため、注記を省略し
ております。 

同左 

 
 
（退職給付関係）  

当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該当
事項はありません。 

同左 

 
 
（税効果会計関係）  

当 期 
自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2月 29日 

前 期 
自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳  

（単位：千円）  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳  

（単位：千円）  
（繰延税金資産）   （繰延税金資産）   
 未払事業税損金不算入額  21  未払事業税損金不算入額  －  

 繰延税金資産合計  21  繰延税金資産合計  －  

（繰延税金資産の純額）  21 （繰延税金資産の純額）  －  

    
２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間
に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳  
（単位：％）  

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間
に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳  
（単位：％）  

法定実効税率  39.39 法定実効税率  39.39 
（調整）   （調整）   

 支払分配金の損金算入額  △39.36  支払分配金の損金算入額  △39.39 
 その他  0.00  その他  0.00 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率  0.03  税効果会計適用後の法人税等の負担率  0.00 

   
 

 
（持分法損益等）  

当 期 

 自 平成 15年 9月 51日 
 至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

本投資法人には関連会社は一切存在せず、該当事項は
ありません。 

同左 
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（関連当事者との取引）  

当 期 

 自 平成 15年 9月 51日 
 至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

(1) 親会社及び法人主要株主等 (1) 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。  同左 

(2) 役員及び個人主要株主等 (2) 役員及び個人主要株主等 
 該当事項はありません。  同左 

(3) 子会社等 (3) 子会社等 

 当社が出資する子会社等は一切存在せず、該当事
項はありません。 

 同左 

(4) 兄弟会社等 (4) 兄弟会社等 

 該当事項はありません。  同左 

 
 
（投資口１口当たり情報） 

当 期 

 自 平成 15年 9月 51日 
 至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

１口当たり純資産額 501,643円 １口当たり純資産額 499,820円 
１口当たり当期純利益  16,918円 １口当たり当期利益  15,095円 
1 口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重
平均投資口数で除することにより算定しておりま

す。 
  また、潜在投資口調整後 1 口当り当期純利益金額
については、転換社債、新株引受権付社債及び新株

予約権付社債がないため記載しておりません。 

 

1 口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重
平均投資口数で除することにより算定しておりま

す。なお期中に新投資口の追加発行を行っておりま

すが、当該新投資口に対する金銭の分配の起算日（平
成 15年 3月 1日、期首）に追加発行があったものと
して加重平均投資口数を算出しております。 

  また、潜在投資口調整後 1 口当り当期純利益金額
については、転換社債、新株引受権付社債及び新株

予約権付社債がないため記載しておりません。 

 
 
    (注) 1口当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
 至 平成 16年 2月 29日 

前 期 

 自 平成 15年 3月 51日 
 至 平成 15年 8月 31日  

当期純利益(千円) 2,580,043 2,302,051 
普通投資主に帰属しない金額(千円) －  －  

普通投資口に係る当期純利益(千円) 2,580,043 2,302,051 
期中平均投資口数(口) 152,502 152,502 
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（重要な後発事象）  
当 期 

自 平成 15年 9月 51日 
至 平成 16年 2 月 29日 

前 期 

自 平成 15年 3月 51日 
至 平成 15年 8月 31日 

１．新投資口の発行 
平成 16年 2月 17日開催の役員会において、以
下のとおり新投資口の発行を決議し、平成 16年 3
月 1日に払込が完了いたしました。これにより、
平成 16年 3月 2日付で出資総額は 116,188,696,160
円、発行済投資口の総数は 219,502口となってお
ります。  

 
【公募による新投資証券の発行】  

<日本国内及び欧州を中心とする海外市場（ただし、
米国においては米国証券法ルール 144Aに定める適格
機関投資家への私募のみとする）における募集> 
発行新投資口数    ：67,000口(国内 44,300口、  
              海外 22,700口)   
発行価格(募集価格)：1口当たり 654,910円            
発行価格の総額  ：43,878,970,000円         
発行価額(引受価額)：1口当たり 630,852円      
発行価額の総額    ：42,267,084,000円  
払込期日      ：平成 16年 3月 1日  
投資証券交付日    ：平成 16年 3月 2日  
分配金起算日      ：平成 16年 3月 1日  

 
 

該当事項はありません。 
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 (金銭の分配に係る計算書） 

 （単位：円）  
当 期  前   期  

自  平成 15年  9月 51日   自  平成 15年  3月 51日  

期 別  
 

項 目  至  平成 16年  2月 29日  至  平成 15年  8月 31日  
Ⅰ  当期未処分利益  2,580,097,839 2,302,071,878 
Ⅱ  分配金の額  2,580,028,836 2,302,017,690 
(投資口１口当たり分配金の額) (16,918) (15,095) 

Ⅲ  次期繰越利益  69,003 54,188 
分配金の額の算出方法  
 

当投資法人の規約第 26条第 1項第
2号に定める「利益の全部を金銭によ
り投資主に分配する」旨を基本方針
とし、規約第 26条第 2項に定める利
益を超えた金銭の分配を行う場合、

個人投資主が利益を超える分配額に
対してその都度譲渡損益の算定を行

うことが必要であることを踏まえ、

投資口１口当たりの分配金が１円未
満となる端数部分を除く当期未処分

利益の全額である 2,580,028,836 円を
利益分配金として分配しておりま
す。  

当投資法人の規約第 26条第 1項第
2号に定める「利益の全部を金銭によ
り投資主に分配する」旨を基本方針
とし、規約第 26条第 2項に定める利
益を超えた金銭の分配を行う場合、

個人投資主が利益を超える分配額に
対してその都度譲渡損益の算定を行

うことが必要であることを踏まえ、

投資口１口当たりの分配金が１円未
満となる端数部分を除く当期未処分

利益の全額である 2,302,017,690 円を
利益分配金として分配しておりま
す。  

 

 

 

（２）発行済投資口数の増減 

   当期並びに前期以前の増資等の概要は以下のとおりです。  
発行済投資口数（口） 出資金総額（百万円） 

年月日 摘 要 
増減 残高 増減 残高 

備   考 

平成 13年 9月 14日 私募設立 400 400 200 200 注 1 

平成 14年 3月 12日 公募増資 52,000 52,400 23,462 23,662 注 2 

平成 15年 3月 4日 公募増資 95,000 147,400 47,697 71,360 注 3 

平成 15年 3月 26日 
第三者 
割当増資 

5,102 152,502 2,561 73,921 注 4 

注1. 1口当たり発行価格 500,000円にて当投資法人が設立されました。 
注2. 1 口当たり発行価格 470,000 円（発行価額 451,200 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的と

する公募新投資口を発行いたしました。 

注3. 1 口当たり発行価格 521,228 円（発行価額 502,080 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的と
する公募新投資口を発行いたしました。 

注4. 1口当たり発行価額 502,080円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする第三者割当による新

投資口を発行いたしました。 
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（３）キャッシュ・フロー計算書 
 

当 期  前   期  
自  平成 15年 9月 51日  
至  平成 16年 2月 29日  

自  平成 15年 3月 51日  
至  平成 15年 8月 31日 

期  別  
 
 

科  目  金   額（千円）  金   額（千円）  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 税引前当期純利益 2,581,044 2,303,138 
 減価償却費 1,081,214 844,023 
 長期前払費用償却額  5,342 5,328 
 創業費償却額  13,924 13,924 
 固定資産除却損  44,910 －  
 受取利息  △30 △34 
 支払利息  106,397 27,341 
 営業未収入金の増加・減少額  △88,317 △265,182 
 未収消費税等の増加・減少額  △674,511 △1,586,232 
 営業未払金の増加・減少額  24,382 436,859 
 未払金の増加・減少額  △319,086 332,835 
  未払費用の増加・減少額  237,160 66,594 
  未払消費税等の増加・減少額 －  △17,576 
  前受金の増加・減少額 185,356 225,484 
  長期前払費用の支払額 △16,755 △2,083 
 預り金の増加・減少額  125,122 835,410 
  その他  △101,713 △146,607 
 小  計  4,506,645 3,073,224 
 利息の受取額  30 41 
 利息の支払額  △51,168 △35,867 
 法人税等の支払額 △605 △1,444 
営業活動によるキャッシュ・フロー  4,454,901 3,035,954 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
 信託有形固定資産の取得による支出  △45,060,306 △69,180,593 
 信託無形固定資産の取得による支出  △1,157,157 △2,568,654 
 信託敷金保証金の収入  7,616 △2,842,594 

   その他の投資その他の資産の取得に
よる支出  

△12,038 △186,901 

  信託預り敷金保証金の収入  4,480,243 32,511,933 
投資活動によるキャッシュ・フロー △41,741,642 △42,266,809 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
 短期借入金の借入による収入  38,528,000 －  
 短期借入金の返済による支出  －  △4,830,000 
 分配金の支払額  △ 2,294,641 △753,721 
 投資口の発行による収入  50,259,212 50,259,212 
財務活動によるキャッシュ・フロー  36,233,358 44,675,491 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少額  △1,053,383 5,444,636 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  7,178,254 1,733,618 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  6,124,871 7,178,254 
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〔重要な会計方針〕 

当 期  前   期  期 別  
 
項 目  

自  平成 15年 9月 1日  
 至  平成 16年 2月 29日  

自  平成 15年 3月 1日  
 至  平成 15年 8月 31日 

キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）の範囲  

キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現
金同等物）は、手許現金及
び信託現金、随時引き出し
可能な預金及び信託預金並
びに容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から  3ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。  

同  左  

 
 

 〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕                        （単位：千円） 
当 期  前   期  

自 平成 15年 9月 51日  
至 平成 16年 2月 29日  

自 平成 15年 3月 51日  
至 平成 15年 8月 31日  

1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係  

1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係  

（平成 16年 2月 29日現在）  （平成 15年 8月 31日現在）  
現金及び預金  1,369,728 現金及び預金  310,315 

信託現金及び信託預金  4,755,143 信託現金及び信託預金  6,867,939 

   現金及び現金同等物  6,124,871    現金及び現金同等物  7,178,254 

   
 

 
 

４. 役員の異動 

該当事項はありません。 
 

５. 参考情報 

（１） 当投資法人の財産の構成  

  
当期 

平成 15年 8月 31日現在 
前期 

平成 16年 2月 29日現在 
資産の種類 地域等 保有総額 対総資産比率 保有総額 対総資産比率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

東京及び東京周辺都市部 60,083 35.4 35,761 28.3 
大阪・名古屋及び同地域周辺都市部 61,875 36.4 55,308 43.8 

信託不動産 

その他の政令都市及びその周辺部 37,065 21.8 22,863 18.1 
小 計 159,024 93.6 113,933 90.2 

預金・その他の資産 10,866 6.4 12,444 9.8 
資産総額計 169,891 100.0 126,377 100.0 
注. 保有総額は、期末日時点の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）に 

よっておりす。 
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（２）保有資産の概要   
平成 16年 2月 29日現在、当投資法人が保有する主要な資産の概要は以下のとおりです。  

不動産等の名称 帳簿価額 
組入れ物

件数 
賃貸可能 
面    積  

賃貸面積 
稼働率

(注 1) 

対総賃貸 
収入比率 

(注 1) 
主たる用途 

 百万円 件 ㎡ ㎡ % ％  
仙台中山 

ショッピングセンター 
（信託受益権） 

10,078 1 46,248.96 46,248.96 100.0 6.3 商業施設 

エスパ川崎 
（信託受益権） 

9,985 1 56,891.15 56,891.15 100.0 5.1 商業施設 

大阪心斎橋ビル 
（信託受益権） 

14,165 1 13,666.96 13,666.96 100.0 6.0 商業施設 

ジャスコ茅ヶ崎 
ショッピングセンター 
（信託受益権） 

8,211 1 63,652.33 63,652.33 100.0 4.0 商業施設 

博多リバレイン / イニ
ミニマニモ（信託受益権） 13,289 1 25,733.62 25,498.51 99.1 18.4 商業施設 

イトーヨーカドー 
鳴海店 
（信託受益権） 

8,554 1 50,437.91 50,437.91 100.0 4.8 商業施設 

南青山 2002ビル 
（信託受益権） 

5,410 1 1,582.48 1,582.48 100.0 2.4 商業施設 

ならファミリー 
（信託受益権） 

32,265 1 85,337.48 85,157.16 99.8 32.1 商業施設 

あびこショッピング 
プラザ 
（信託受益権） 

10,220 1 43,415.03 43,415.03 100.0 10.0 商業施設 

イトーヨーカドー 
八柱店 
（信託受益権） 

1,691 1 21,581.65 21,581.65 100.0 1.1 商業施設 

イトーヨーカドー 
上福岡東店 
（信託受益権） 

6,946 1 28,316.18 28,316.18 100.0 3.3 商業施設 

イトーヨーカドー 
錦町店 
（信託受益権） 

13,519 1 72,957.52 72,957.52 100.0 3.3 商業施設 

代官山ＤＫビル 
（信託受益権） 

1,285 1 574.46 574.46 100.0 0.2 商業施設 

原宿ＦＡＣＥビル 
（信託受益権） 

2,812 1 1,477.62 1,477.62 100.0 0.3 商業施設 

イオン東浦 
ショッピングセンター 
（信託受益権） 

6,889 1 100,457.69 100,457.69 100.0 1.4 商業施設 

イオン香椎浜 
ショッピングセンター 
（信託受益権） 

13,697 1 109,616.72 109,616.72 100.0 1.3 商業施設 

合 計 159,024 16 721,947.76 721,532.33 99.9 100.0  

注 1. 稼働率（当該計算期間末の賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）及び対総賃貸事業収入比率は、小

数点第二位を四捨五入しております。 

注 2. 稼働率合計は、当該計算期間末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を表し、小数点第二位を
四捨五入しております。 
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また、平成 16年 2月 29日現在、当投資法人が保有する商業施設（不動産を主な信託財産とする信託
受益権）は以下のとおりです。  

不動産等の名称 
所 在 地 

（住居表示） 
所有形態 

賃貸可能 
面積 

期末算定
価額 
（注 2） 

帳簿価額 

    ㎡ 百万円 百万円 

 
仙台中山 

ショッピングセンター 

宮城県仙台市泉区南中山一丁目 35

番 40号、57号、5号 

不動産信託

受益権 
46,248.96 10,200 10,078 

 エスパ川崎 
神奈川県川崎市川崎区小田栄二丁

目 1番、2番 

不動産信託

受益権 
56,891.15 10,200 9,985 

 大阪心斎橋ビル 
大阪府大阪市中央区南船場三丁目 4

番 12号 

不動産信託

受益権 
13,666.96 14,400 14,165 

 
ジャスコ茅ヶ崎 

ショッピングセンター 

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎三丁目 5番

16号 

不動産信託

受益権 
63,652.33 8,000 8,211 

 
博多リバレイン / 

イニミニマニモ 
福岡県福岡市博多区下川端 3番 1号  

不動産信託

受益権 
25,733.62 13,400 13,289 

 
イトーヨーカドー 
鳴海店 

愛知県名古屋市緑区浦里三丁目 232 
不動産信託

受益権 
50,437.91 8,420 8,554 

 南青山 2002ビル 東京都港区南青山五丁目 8番 5号 
不動産信託

受益権 
1,582.48 5,330 5,410 

 ならファミリー 
奈良県奈良市西大寺東町二丁目 4番

1号 

不動産信託

受益権 
85,337.48 32,400 32,265 

 
あびこショッピング 
プラザ(注 3) 

千葉県我孫子市我孫子字北飯塚 142

番地 1他 

不動産信託

受益権 
43,415.03 10,800 10,220 

 
イトーヨーカドー 
八柱店(注 3) 

千葉県松戸市日暮一丁目 15番 
不動産信託

受益権 
21,581.65 1,750 1,691 

 
イトーヨーカドー 
上福岡東店 

埼玉県上福岡市大原二丁目 1 番 30

号 

不動産信託

受益権 
28,316.18 6,880 6,946 

 
イトーヨーカドー 
錦町店 

埼玉県蕨市錦町一丁目 12番 1号 
不動産信託

受益権 
72,957.52 13,300 13,519 

 代官山ＤＫビル 
東京都渋谷区恵比寿西一丁目 35 番

17号 

不動産信託

受益権 
574.46 1,260 1,285 

 原宿ＦＡＣＥビル 
東京都渋谷区神宮前二丁目 32 番 5

号 

不動産信託

受益権 
1,477.62 2,780 2,812 

 
イオン東浦ショッピング

センター(注 3) 

愛知県知多郡東浦町大字緒川字東

栄町 62番 1他 

不動産信託

受益権 
100,457.69 6,860 6,889 

 
イオン香椎浜 
ショッピングセンター 

福岡県福岡市東区香椎浜三丁目 12

番 1号 

不動産信託

受益権 
109,616.72 13,300 13,697 

合  計  721,947.76 159,280 159,024 

注 1. 当期買付けた商業施設は、当該商業施設を信託財産とする不動産信託受益権として取得しております。 

注 2. 期末算定価額は、投資法人規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託協会の定める規則

に基づき、当投資法人は不動産鑑定士による鑑定評価に基づく算定価額（期末日を価格時点とする財団法人

日本不動産研究所作成の報告書による）を記載しております。 

注 3. あびこショッピングプラザ、イトーヨーカドー八柱店及びイオン東浦ショッピングセンターは住居表示未実

施のため、登記簿上に表示されているものをそのまま記載しております。 
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当投資法人が投資する商業施設毎の賃貸事業の推移は以下のとおりです。  
当期 

（平成 15 年 9 月 1 日～平成 16 年 2 月 29 日） 
前期 

（平成 15 年 3 月 1 日～平成 15 年 8 月 31 日） 
不動産等の名称 

テナント総数

期末時点 

稼働率 

期末時点 

(注 1) 

賃貸事業収入

期間中 

対総賃貸事業

収入比率 
(注 1) 

テナント総数

期末時点 

稼働率 

期末時点 

(注 1) 

賃貸事業収入

期間中 

対総賃貸事業

収入比率 
(注 1) 

   件 ％ 百万円 ％ 件 ％ 百万円 ％ 

 仙台中山 

ショッピングセンター 
2 100.0 439 6.3 2 100.0 465 7.9 

 エスパ川崎 

 
1 100.0 351 5.1 1 100.0 351 5.9 

 大阪心斎橋ビル 

 
1 100.0 418 6.0 1 100.0 418 7.1 

 ジャスコ茅ヶ崎 

ショッピングセンター 
1 100.0 274 4.0 1 100.0 275 4.7 

 博多リバレイン/ 
イニミニマニモ(注 3) 

79 99.1 1,275 18.4 57 90.0 1,072 18.1 

 イトーヨーカドー 

鳴海店 
1 100.0 330 4.8 1 100.0 325 5.5 

 南青山 2002 ビル(注 3) 
 

3 100.0 169 2.4 3 100.0 167 2.8 

 ならファミリー(注 3) 
 

133 99.8 2,232 32.1 138 100.0 2,219 37.5 

 あびこショッピング 

プラザ(注 3) 
51 100.0 691 10.0 50 99.9 592 10.0 

 イトーヨーカドー 

八柱店 
1 100.0 78 1.1 1 100.0 32 0.5 

 イトーヨーカドー 
上福岡東店 

1 100.0 231 3.3 － － － － 

 イトーヨーカドー 
錦町店 

1 100.0 228 3.3 － － － － 

 代官山ＤＫビル 1 100.0 17 0.2 － － － － 

 原宿ＦＡＣＥビル(注 3) 5 100.0 24 0.3 － － － － 
 イオン東浦 

ショッピングセンター 
1 100.0 97 1.4 － － － － 

 イオン香椎浜 
ショッピングセンター 

1 100.0 87 1.3 － － － － 

 合計 283 99.9 6,947 100.0 255 99.4 5,920 100.0 
注 1.稼働率（当該計算期間末の賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）及び対総賃貸事業収入比率は、小数点第二

位を四捨五入しております。 
注 2. 稼働率合計は、当該計算期間末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を表し、小数点第二位を四捨五

入しております。 

注 3. テナントの総数については、建物賃貸借契約に定められた店舗区画数に基づき記載しております。 
 
 
 
 
 
 
 


